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あるが， 1980年 6 月 19 日に締結された契約債務の準拠法に関する EC 条約を実施するため， 1990年の契約(準拠法に関
する)法が制定された結果，この概念は無用のものとなった。また本来契約準拠法決定上の発想であったプロパー・
ローの概念を不法行為の領域に移入し流用することに反発もある。その上例外則が明確に重大な関連基準を採用した
から，プロパー・ローは不必要であるばかりでなく，混乱を惹起する因子となりかねない。しかし，本論文は両者の
概念の異同を解明する手懸りとなるのみでなく，プロパー・ローの発想が不法行為の準拠法改革に影響を与えたこと
は確かであり，その概念はやがて消滅することがあろうとも，英抵触法の沿革上の価値は永遠に語り継がれるであろ
つ。
(注)
1 本論文で英国とはイングランドとウエールズを指し，英法とはその地域の法律を言う。
2 副論文は合衆国抵触法革命の先駆となったパプコック判決の画期的な新方法論の学理的，体系的研究である。
3 参考論文(イ)は国際私法の領域での条約促進の動きと英国の法典化傾向への影響を探る。
4 参考論文(ロ)は契約事件における最近のプロパー・ローの意味に注目。
5 参考論文(ハ)は従来の種々の類型の契約事件におけるプロパー・ローの用法を例示する。
6 参考論文(ニ)は抵触法リステイトメント同様，対外関係法リステイトメントと英国判例の相関関係を調査する
資料となりえよう。
論文審査の結果の要旨
本浪章市氏の論文『国際債権法の動向』は，氏の「英米国際私法の研究j との副題を有する四冊目の書物である。
まず，英国法上，契約のプロパー・ローというとき，かつては契約締結地などの客観的な要素を重視して最も密接か
っ真実な関連を探求する客観主義が有力であったが，近時は当事者の意思を重視する主観主義が優勢であると指摘し
た上で，黙示の意思を推定して契約のプロパー・ローを英国法とした，アミン・ラシード海運会社事件を分析する。
つぎに英国の不法行為に関する伝統的規則である，不法行為地法と法廷地法との累積的適用を指示する二重規則の形
成過程を分析した後に，アメリカの影響を受けて，英国国際私法に柔軟性を導入したみられる，貴族院のボーイズ事
件(英国人間のマルタにおける交通事故に関して，英国法を適用した事件)を検討し，五人の裁判官の意見を中心に
据えつつ，それに関連する英国判例とアメリカの多様な方法論に立脚する判例と学説の分析を行う。著者の結論は，
この判決においては多様な，相異なる裁判官の意見が存在しているけれども，結局は伝統的規則である二重規則の一
般原則を維持しつつ，柔軟な例外則として，プロパー・ロー又はアメリカ抵触法リステイトメントの最も重要な関連
という基準を受け入れたものと解釈すべきとする。さらに，不法行為のプロパー・ローと契約のプロパー・ローの相
関関係を取り扱った判決を概観した上で，契約の履行の過程で生じる不法行為責任を契約の文言によって排除しうる
かは契約のプロパー・ローによるとした見解と，契約中に免責条項が挿入されていない場合に不法行為の準拠法に基
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づく請求を認容した判決，さらにはこれに対する学説の対応を分析する。
各国の国際私法において，契約・不法行為の分野は，いま最も激しく揺れ動いている分野であり，わが国での法例
改正の重要な課題でもある。本論文は，この国際債権法の分野において，アメリカからの影響を受けつつ，柔軟なプ
ロパー・ローの理論を採用した英国国際私法の判例の動向を綿密に分析検討した優れた業績であり，わが国の今後の
立法にも資するものと評価し，博士(法学)の学位を授与するに値するものと判定した。
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